
平成25年度予算
○○百万円高齢化社会に対応した廃棄物処理体制構築検討業務 平成30年度要求額

18百万円（新規）

○ 我が国の65歳以上の高齢者人口
1950（昭和25）年には総人口の５％未満→現在26.7％

○ 今後も、総人口の減少と高齢化率の上昇が予想される。
2035（平成47）年には３人に１人、2060（平成72）年には、

2.5人に１人が高齢者となる社会が到来と推計
○ 核家族化の進展による高齢者のみの世帯の増加により、ごみ出
しに課題を抱える世帯が増加している。

そこで、従来の廃棄物処理体制から高齢化社会に対応した廃棄
物処理体制にシフトしていく必要性が生じている。

○ 各家庭等での適切な分別、ごみの排出や収集運搬等の各段階に
おいて、高齢化社会に対応した処理体制について検討する。

○ 一部自治体で行われている高齢化社会に対応した施策等につい
て、事例の汲み取り、施策の特徴、課題の抽出等を行う。

○ 自治体の規模、地理条件、高齢化率の度合い等に応じて参考と
すべき事例集等を作成し、市町村等に広く提示する。

発注

成果

○ 事例集等による情報提供により施策の横展開を図り、高齢化
社会に対応できる安定した廃棄物処理体制を構築し、公衆衛生
や循環型社会に資する。
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